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1. 2023年6月期第1四半期の連結業績（2022年7月1日～2022年9月30日）

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する
四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2023年6月期第1四半期 5,509 △0.4 745 0.6 767 △4.1 419 28.5

2022年6月期第1四半期 5,533 20.0 740 25.8 801 21.5 326 △7.8

（注）包括利益 2023年6月期第1四半期　　447百万円 （26.9％） 2022年6月期第1四半期　　352百万円 （△12.9％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後

1株当たり四半期純利益
円 銭 円 銭

2023年6月期第1四半期 37.03 ―

2022年6月期第1四半期 28.69 ―

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

2023年6月期第1四半期 19,605 15,913 76.8 1,330.35

2022年6月期 19,408 15,854 77.4 1,322.79

（参考）自己資本 2023年6月期第1四半期 15,053百万円 2022年6月期 15,022百万円

2. 配当の状況

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2022年6月期 ― ― ― 28.00 28.00

2023年6月期 ―

2023年6月期（予想） ― ― 29.00 29.00

(注）　直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

3. 2023年 6月期の連結業績予想（2022年 7月 1日～2023年 6月30日）

（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 9,600 △14.4 1,210 △27.0 1,270 △27.9 770 △14.6 67.80

通期 18,500 △11.7 2,130 △14.9 2,240 △17.2 1,370 △13.3 120.63

(注）　直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無



※ 注記事項

(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無

新規 ― 社 （社名） 、 除外 ― 社 （社名）

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有

（注）　詳細は、添付資料7ページ「2.四半期連結財務諸表及び主な注記（3）四半期財務諸表に関する注記事項（四半期連結財務諸表の作成に特有の会
計処理の適用）」をご覧下さい。

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

②①以外の会計方針の変更 ： 無

③会計上の見積りの変更 ： 無

④修正再表示 ： 無

(4) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 2023年6月期1Q 12,000,000 株 2022年6月期 12,000,000 株

② 期末自己株式数 2023年6月期1Q 684,276 株 2022年6月期 643,056 株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2023年6月期1Q 11,337,358 株 2022年6月期1Q 11,383,105 株

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

　本資料に掲載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際

の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想の利用にあたっての注意事項については、添付資料2
ページ「1.当四半期決算に関する定性的情報（3）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧下さい。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症対策と経済活動の両立により正常化

が進み、景気は持ち直しつつあります。しかし、ウクライナ情勢に端を発する資源価格の高騰や各国の金融引き締め

政策等が国内経済に及ぼす影響に対しては、引き続き注視が必要になるものと思われます。

国内建設市場におきましては、国土強靭化計画等を背景とする公共投資は底堅く推移し、民間設備投資にも持ち直

しの動きがみられる一方で、建設資材の価格高騰等による企業収益の悪化が懸念されており、先行き不透明な状況が

続いております。このような状況下で、当社グループは、全事業において新型コロナウイルス感染症への対応も十分

に図りながら事業活動を展開してまいりましたが、リユース・リサイクル事業おいて売上高が減少したため、当四半

期連結累計期間の当社グループ全体の売上高は5,509百万円（前年同期比0.4％減）となりました。一方、利益に関し

ましては、営業利益は745百万円（前年同期比0.6％増）となったものの、受取保険金等の減少により経常利益は767百

万円（前年同期比4.1％減）となりました。また、前年比で特別損失が大幅に減少しているため(前年同期は特別損失

に「特別調査費用」を計上)、親会社株主に帰属する四半期純利益は419百万円（前年同期比28.5％増）となりまし

た。

なお、当社グループの事業は公共事業関連工事が多いため、年間を通じて売上高は第２四半期（10月～12月）・第

３四半期（１月～３月）に集中する傾向にあり、それに比して第１四半期（７月～９月）・第４四半期（４月～６

月）の売上高は減少する傾向にあります。今後、このような業績の変動を平準化していく方針でありますが、当面、

業績が第２四半期、第３四半期に偏る傾向が続くものと思われます。

セグメント別の状況は、次のとおりであります。なお、売上高はセグメント間の売上高を含んでおります。

　（切断・穿孔工事事業）

主に高速道路の受注が増加したため、完成工事高は4,795百万円（前年同期比0.2％増）となりました。また、完

成工事高の増加に伴い、セグメント利益は932百万円（前年同期比2.6％増）となりました。

　（ビルメンテナンス事業）

ビルメンテナンス事業につきましては、首都圏を中心に大手デベロッパーの新規案件開拓に努めてまいりまし

た。その結果、完成工事高は113百万円（前年同期比2.6％増）となりましたが、外注費等の増加により、セグメン

ト利益は6百万円（前年同期比31.1％減）となりました。

　（リユース・リサイクル事業）

リユース・リサイクル事業につきましては、中古スマートフォン等の販売に係る新規の顧客開拓に努めてまいり

ましたが、商品売上高は600百万円（前年同期比5.6％減）となりました。一方、利益率の高い商品が売上の中心を

占めたことにより、セグメント利益は55百万円（前年同期比754.7％増）となりました。

（２）財政状態に関する説明

当第１四半期連結会計期間末の総資産は、投資有価証券が減少したものの、受取手形・完成工事未収入金が増加し

たこと等により、前連結会計年度末に比べ196百万円増加し、19,605百万円となりました。

負債につきましては、賞与引当金が増加したこと等により、前連結会計年度末に比べ137百万円増加し、3,691百万

円となりました。

また、純資産は、前連結会計年度末に比べ59百万円増加し、15,913百万円となりました。この結果、当第１四半期

連結会計期間末の自己資本比率は76.8％となりました。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

2023年６月期の通期の業績予想につきましては、2022年８月12日に発表いたしました「2022年６月期 決算短

信」の業績予想から変更はありません。

今後、何らかの変化がある場合には適切に開示してまいります。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(2022年６月30日)

当第１四半期連結会計期間
(2022年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 7,769,404 7,772,727

受取手形・完成工事未収入金 3,963,348 4,174,231

売掛金 114,563 79,600

未成工事支出金 1,373 －

商品 51,054 38,700

材料貯蔵品 138,129 145,075

その他 161,765 165,923

貸倒引当金 △7,744 △8,277

流動資産合計 12,191,894 12,367,980

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 2,824,308 2,866,178

減価償却累計額 △627,326 △658,307

建物及び構築物（純額） 2,196,982 2,207,870

機械装置及び運搬具 4,453,056 4,600,095

減価償却累計額 △3,603,541 △3,671,574

機械装置及び運搬具（純額） 849,515 928,520

工具、器具及び備品 155,285 154,350

減価償却累計額 △105,792 △107,701

工具、器具及び備品（純額） 49,492 46,648

土地 2,461,945 2,554,945

リース資産 167,559 168,134

減価償却累計額 △70,852 △75,539

リース資産（純額） 96,707 92,595

建設仮勘定 29,788 12,300

有形固定資産合計 5,684,431 5,842,880

無形固定資産

のれん 295,965 278,178

その他 93,804 95,243

無形固定資産合計 389,769 373,422

投資その他の資産

投資有価証券 622,269 512,196

繰延税金資産 215,801 215,098

長期未収入金 215,645 215,645

その他 307,130 296,845

貸倒引当金 △218,569 △218,874

投資その他の資産合計 1,142,276 1,020,912

固定資産合計 7,216,477 7,237,215

資産合計 19,408,371 19,605,195
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2022年６月30日)

当第１四半期連結会計期間
(2022年９月30日)

負債の部

流動負債

工事未払金 1,014,367 1,127,086

買掛金 88,336 78,975

1年内返済予定の長期借入金 10,620 10,010

リース債務 31,846 53,458

未払法人税等 346,455 300,538

賞与引当金 74,822 312,905

その他 1,054,247 868,825

流動負債合計 2,620,694 2,751,799

固定負債

長期借入金 177,605 175,560

リース債務 65,356 65,288

役員退職慰労引当金 265,165 234,400

退職給付に係る負債 353,864 357,164

その他 71,485 107,636

固定負債合計 933,476 940,049

負債合計 3,554,171 3,691,849

純資産の部

株主資本

資本金 470,300 470,300

資本剰余金 462,044 462,044

利益剰余金 14,271,484 14,369,870

自己株式 △158,721 △214,873

株主資本合計 15,045,106 15,087,341

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △8,489 △16,205

退職給付に係る調整累計額 △13,788 △17,209

その他の包括利益累計額合計 △22,277 △33,415

非支配株主持分 831,370 859,420

純資産合計 15,854,200 15,913,346

負債純資産合計 19,408,371 19,605,195
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2021年７月１日
　至 2021年９月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2022年７月１日
　至 2022年９月30日)

売上高

完成工事高 4,896,951 4,908,760

商品売上高 636,246 600,723

売上高合計 5,533,198 5,509,483

売上原価

完成工事原価 3,334,457 3,299,587

商品売上原価 539,665 418,972

売上原価合計 3,874,122 3,718,559

売上総利益

完成工事総利益 1,562,494 1,609,172

商品売上総利益 96,581 181,750

売上総利益合計 1,659,076 1,790,923

販売費及び一般管理費 918,531 1,045,770

営業利益 740,544 745,153

営業外収益

受取利息 14 19

受取配当金 6,001 6,008

受取保険金 17,071 3,016

持分法による投資利益 19,529 11,812

雑収入 22,903 6,668

営業外収益合計 65,520 27,525

営業外費用

支払利息 3,817 338

為替差損 － 2,851

売上債権売却損 － 7

不動産賃貸原価 644 －

支払補償費 257 1,317

雑損失 257 175

営業外費用合計 4,977 4,690

経常利益 801,087 767,988

特別利益

固定資産売却益 4,520 452

保険解約返戻金 15,092 12,760

特別利益合計 19,612 13,213

特別損失

特別調査費用 174,303 －

固定資産売却損 0 －

固定資産除却損 485 93

投資有価証券評価損 4,660 －

特別損失合計 179,449 93

税金等調整前四半期純利益 641,251 781,107

法人税等合計 285,818 322,241

四半期純利益 355,433 458,866

非支配株主に帰属する四半期純利益 28,851 39,065

親会社株主に帰属する四半期純利益 326,581 419,800
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四半期連結包括利益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2021年７月１日
　至 2021年９月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2022年７月１日
　至 2022年９月30日)

四半期純利益 355,433 458,866

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △2,979 △7,716

退職給付に係る調整額 441 △3,421

その他の包括利益合計 △2,537 △11,138

四半期包括利益 352,895 447,728

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 324,044 408,662

非支配株主に係る四半期包括利益 28,851 39,065
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）

税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積もり、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

（会計方針の変更）

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17日。以下「時価

算定会計基準適用指針」という。）を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指

針第27-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を、将来に

わたって適用することといたしました。これによる四半期連結財務諸表に与える影響はありません。

　




